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研究成果の概要（和文）：仮想津波観測実験により，紀伊水道でのレーダの津波検知性能を統計的に評価し，津
波検知性能が波浪や電離層の状態に応じて変化することを明らかにした．津波レーダによる津波漂流物リアルタ
イム予測のために，数値モデルへのレーダ観測データの同化方法について検討した．その結果，高周波流速成分
を全層にナッジングした場合，比較的良好な結果が得られるものの，水位は期間を通じて低くなる等の結果を得
た．

研究成果の概要（英文）：We examined temporal variation of tsunami detection performance of HF radar 
based on virtual tsunami observation experiments using one-year radar observation data obtained at 
the west coast of Kii Peninsula and a tsunami simulation for a Mw 9.0 Nankai Trough earthquake. We 
concluded that the tsunami detection performance on the continental shelf slope depends on 
ionospheric conditions as well as sea surface state. We also examined how to assimilate tsunami 
currents observed by HF radars in three dimensional current modeling for the projection of tsunami 
debris in case the Nankai Trough Megathrust earthquake occurs. In order to assimilate the tsunami 
component of the surface currents with the consideration of a tsunami’s momentum, high-frequency 
component is extracted from the observed surface velocities using discrete wavelet transform and 
assimilated to all vertical layers by nudging. This pragmatic approach better represents both 
currents and surface elevation.

研究分野： 海岸工学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
津波レーダの測定精度は計測環境の影響を受けるため，津波防災のための実用化には当該海域での津波検知性能
の統計的評価が重要である．しかしながら，津波の発生頻度は低く，レーダによる津波の実測例は限られてお
り，津波検知性能の統計的評価はこれまで困難であった．本研究において申請者らは，このデータ不足を仮想津
波観測実験という方法により解決し，津波検知性能が波浪や電離層の状態に応じて変化することを明らかにし，
さらに，紀伊水道での津波検知性能を統計的に評価することに成功した．近年，国内の原子力発電所に津波レー
ダが設置され，その津波検知性能が仮想津波観測実験に基づいて評価されるようになった．



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 津波警報の第１報は，地震波解析に基づいて発表されるため，巨大地震（M>8）では津波
を過小予測する可能性が高い．このため現在，気象庁では地震発生後 15 分程度で GPS 波浪
計や DONET 等の観測結果を使って第１報を更新することとしているが，実際の津波波高が
予報区内で分布を持つこと，南海トラフ地震津波が日本南岸全域に及ぶことを考慮すると，
第１報の定量的評価にはより広範囲・高密度の測器配備が望まれる．さらに，四国・近畿地
方全体の人命・財産・経済活動への地震影響を最小限に抑えるためには，太平洋側のみなら
ず瀬戸内海域の海上輸送システムが継続的に機能を発揮することが必要不可欠となる．海
上輸送機能維持のためには，広範囲の津波起因漂流物の集積状況を把握・予測し，警報解除
とともに戦略的・効率的な航路啓開作業を開始することが必要である．しかしながら，津波
起因漂流物の広域拡散状況を把握し，その時間的予測を行うシステムは存在していない． 

２．研究の目的 
 南海トラフ地震津波発生時に懸念されているこれらの防災上の 2 つの課題（過小な津波
警報第１報による避難の中断・遅れの発生，津波起因漂流物による海上輸送機能の著しい低
下）の解決に必要な技術の基礎となる研究を，海洋レーダと数値シミュレーションを用いて
行う．この時，海洋レーダを用いた津波研究上の最大の課題である津波観測データの不足を
「仮想津波観測実験」という新たな手法を開発することで解決する．そして，複数の観測条
件（SN 比）に対応した仮想津波観測実験を行い，海洋レーダ津波計測性能を統計的に整理
するとともに，海洋レーダデータを漂流予測に活用するための同化技術について検討する． 

３．研究の方法 
（１）仮想津波観測実験 
実際の受信波として，和歌山県美浜町に

2012年9月から2016年2月まで設置されていた
レーダ（図1，長野日本無線社製，中心周波数：
24.515MHz，レンジ方向分解能：1.5km，アジ
マス方向分解能：7.5˚）の2014年の受信波を用
いた．本研究では，測定環境の検知性能への
影響を調べるため，ほぼ真南を向いている第
4ビームに絞って解析を行なった．（図-1）．  

南海トラフ地震津波断層モデルケース 3 に
より発生する津波の流速を，非線形項と海底
摩擦項を考慮した鉛直積分型の方程式に基づ
く数値モデルを用いて計算した（図 1）． 

各レンジでの津波流速を津波発生後 6 時間
まで計算し，レーダ観測範囲内で空間内挿し第 4 ビーム上各レンジでの視線方向流速に変
換し，ノイズや伝搬損失がないと仮定した場合のドップラー周波数を計算した．この理想状
態でのドップラー周波数を使って，背景ノイズを含むレーダ観測受信波を変調させ，実際の
ノイズを考慮したケース 3 津波発生時の受信波を模擬した．ここでは，1 つの津波シナリオ
を想定しているが，毎月 1 日の 06:00 から末日の 17:00 まで 1 時間毎に観測された受信波と
津波によるドップラー周波数を合成することで，各月 600 程度以上の異なる SN 比での津波
観測を仮想的に行なった．  
 津波伝搬に伴って上昇する視線方向流速の相互相関係数を，平常時の相関係数と比較す
ることで津波検知を判定した．相関係数はレンジ方向に3.0km離れている2点の短周期成分
を使って計算した．平常時の相互相関係数は，30分間の観測流短周期成分を使って計算する．
これを各月1日の06:00から末日の17:00まで1分ずつずらして計算し，相関係数の頻度を求め
る．上位1%の相関係数の値を求め，津波判定に使う閾値とした．津波発生時の相互相関係
数は，1分毎に直近30分間の合成流短周期成分を使って逐次計算していく．津波伝播に伴っ
て相互相関係数が上昇し，レンジ方向に連続する3組で其々の閾値を超えた場合，レーダに
最も近いレンジにおいて，その時刻に津波を検知したものと判断する．  

 2014 年の日本上空における電離層状態（電離層に反射する電波の周波数，反射高度と相
対的な反射強度）を，情報通信研究機構（NICT）が全国 4 箇所（北海道，東京，鹿児島，
沖縄）で行なっている電離層観測の 1 次観測データ（イオノグラム）に基づいて検討した. 

有義波高は和歌山南西沖の GPS 波浪計（ナウファス）の観測データを使用した． 

（２）大阪湾における海洋レーダデータの同化実験 
 観測される流速（観測流速）は津波の他，潮汐や風，河川などの影響を受けている．同化
するに当たり，観測流速は津波流速とその他の流速（背景流速）の線形和として表すことが
可能かについて数値シミュレーション上で検討した．津波の発生を 2012 年 7 月 12 日 0 時
とし，津波のみを外力として与えた場合（Case01），潮汐・河川・風を外力として与えた場
合（Case02），全てを与えた場合（Case03）を，大阪湾を対象として，海洋モデル Regional 

Ocean Modeling System（ROMS）で計算を行い，Case03 を離散ウェーブレット分解により高
周波と低周波の 2 成分に分解し，それぞれを Case01 と Case02 の計算結果と比較した． 

 本対象海域では 4 次元変分法によるレーダデータ同化を通常時流況に対し実現している
が，津波発生時は極めて大きな往復流が発生し，適用性が不透明であるため，本研究ではナ

 
図 1 美浜局の観測範囲と発生 15〜20分

後の津波伝播の様子 



ッジングによる同化方法について検討する．計算結果を検討に反映させながら，各ケースの
同化方法について検討を行った．Case02 を元ケースとして同化を行い，Case03 の結果と比
較することで各ケースの同化方法の妥当性について検討した．特に，表層流速を表層のみ
（Assm1-a）あるいは全層一律（Assm1-b）に同化した場合，良好な結果を得られなかったた
めに，高周波成分のみを同化させた場合（全層に対し津波流速だけを同化させるイメージ，
Assm2-a），さらに高周波成分の大きさに応じナッジング係数を変化させた場合（Assm2-b），
また，高周波成分のみを全層に付加した場合（Assm3-a, b, c）について比較した． 

４．研究成果 
（１）津波検知性能の統計的評価 
 平均有義波高の高い 2 月，最も低い月の一
つの 4 月，そして 8 月の結果を図 2 に示す．
いずれの月も津波発生 6 – 8 分後に 22.5 km

で検知確率は 80% に到達する．津波発生 10

分後での検知確率を比較すると，全体的には 

2 月が最も悪い．4 月と 8 月を比較すると，
陸棚上（〜30.0km）では 4 月が，陸棚斜面上
（37.5km）では 8 月が検知確率は高くなる．
離岸距離別の各月の検知確率と 1m以下の有
義波高の出現確率との関係（図 3a-c）を見る
と，22.5km では離岸距離が小さいため低波
浪の出現確率に依らず高確率で検知可能で
ある．30.0km から沖合では両者の間には高
い正の相関が認められることから，遠距離で
の検知には低波浪が好ましい
ことが分かる．一方，37.5km で
の検知確率と 2m以下の有義波
高との関係（図 3d）を見ると，
4 月は 2m 以下の比較的低波浪
の出現確率が 95%以上と極め
て高いにもかかわらず，検知確
率は 8 月に比べて 10%低くな
った．04ビーム沿いの受信信号
の SN 比を見たところ，4 月は
日中低く夜高くなる形の明確
な日周変動が確認できた．4 月
の日中は，電離層によって当該周波数帯の外来ノイズが反射された結果 SN 比が低くなり，
同じ波浪条件であっても 8 月より検知確率が低くなっていると考えられた．従って，波高が
1–2m 程度の場合，電離層による外来ノイズの影響を低減することが陸棚斜面上での検知確
率を向上させるために必要となる．  

（２）海洋レーダデータ同化実験 
 3 次元海洋モデルによる Case03（津
波＋その他）計算流速のうち，高周波
成分は Case01（津波のみ）の計算結果
と低周波成分は Case02（その他のみ）
の計算結果とほぼ同じである．これに
より，高周波成分を使えば，津波によ
る表面流速を全層に同化するような
過剰な同化をすることを避けること
ができることが分かった． 

 津波流速の同化方法について検証
した．津波流速を表層にのみ同化した
場合，水位変動が小さく，全層一律に
同化した場合は津波の影響が小さく
なる 180 分後以降で水位および流速
の再現性が低下した（図 4）．高周波成分を全層にナッジングした場合，津波到達直後の修
正量を大きくする Assm2-b で比較的良好な結果が得られるものの，水位は期間を通じて低
くなる．一方，高周波成分をソースとして直接流速に付加した場合，反射時（津波の逆流時）
は付加しない操作を加えることなど（Assm3-c）により，Assm3-a, b1 に比して，より良好な
水位と流れの再現性を得ることができた． 
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図 2 (a) 04 ビーム上での 2月（左），4月（中），
8 月（右）の津波検知確率．(b) 各月の津波
発生 10分後での津波検知確率の岸沖分布． 

 

図 3 有義波高 1m 以下の発生確率と各離岸距離における
津波検知確率．(a) 22.5km, (b) 30.0km，(c) 37.5km. (d) 有義
波高 2m以下の発生確率と 37.5km地点での津波検知確率．
津波検知確率はいずれも津波発生 10分後の値． 

 

図 4 計算開始 120分後（(a)~(c)）300 分後（(d)~(f)）
の湾口-湾奥方向の水位・流速・密度の縦断面分布
（下段），及び湾奥表層部の拡大図（上段） 

 

 
(a) 再現したい（True）縦断分布      (b) Assm1-b           (c) Assm3-c 

 
(d) 再現したい（True）縦断分布      (e) Assm1-b           (f) Assm3-c 

図-3 計算開始 120 分後（(a)〜(c)）300 分後（(d)〜(f)）のの地点 HF-24 における湾⼝部から湾

奥部⽅向の⽔位・流速・密度の縦断⾯分布（各図下段）およびその湾奥表層部の拡⼤図（各図

上段）． 
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